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ラオスにおける国民国家建設

第 1章
「チンタナカーン・マイ」を再考する
―ラオスを捉える新たな視座―
山 田　紀 彦
はじめに
　ラオス研究において，1年に開催されたラオス人民革命党第 回党大会
は，ラオス現代史を語るうえで欠かせない出来事とされている。それは，同
大会において，「チンタナカーン・マイ」（新思考）が提示され，以降，全面
的な改革が本格化したからである。
　一般的に，「チンタナカーン・マイ」は，狭義には「新経済メカニズム」
（New Economic Mechanism: NEM）と呼ばれる市場経済化政策として⑴，広義
には市場経済化だけでなく，政治や社会を含めた包括的な改革政策として理
解されている。そしてこの理解にもとづき，1年以前は社会主義の時代，
以後は市場経済化の時代，もしくは改革の時代と捉えられてきたのである。
したがって，ほとんどの先行研究は，現在のラオスを捉える際，1年の
「チンタナカーン・マイ」を起点としてきた。しかし，実はこれまで，ラオ
ス人民革命党がどのような目的で「チンタナカーン・マイ」を提唱し，それ
にどのような意味付づけを行ったのかなど，根本的だが本質的な事柄はほと
んど分析されてこなかった。つまり，詳細な検討を経ないまま，1年から
改革が始まり現在に至っているという視点が所与とされてきたのである。
　したがって筆者は，現在のラオスを「正しく」理解するには，まず「チン
タナカーン・マイ」という言葉と，改革の起点とされてきた1年がもつ意
味を再検討する作業が必要不可欠と考える。具体的には，「チンタナカー
ン・マイ」とは何か，また，1年は改革の起点であったのかという 2 点を，
明らかにすることが鍵となろう。そこで本章では，建国から現在までの政治
過程を跡づけ，その過程のなかに1年を相対化し再検討することで，以上
の課題に答えていきたい⑵。
　以下，第 1節では，これまで現在のラオスがどのように捉えられてきたの
か，先行研究を整理する。第 2節は，植民地時代や内戦時代を概観し，ラオ
スの枠組みとその担い手が誕生した歴史を振り返る。第 3節では，1年か
ら「チンタナカーン・マイ」が提示されるまでの政治過程を跡づけ，第 節
では，「チンタナカーン・マイ」の登場から11年の憲法制定までを振り返
る。そして，建国以降の歴史過程に1年という年を相対的に位置づけ，再
検討する。第 節では，現在のラオスがどのような歴史過程のなかにあるの
かを示し，そのうえで，現在の変化の意味を考えてみたい。以上の作業を通
じて，ラオスの「今」を捉えるうえでの新たな視座を提供できると考える。
第 1節　先行研究の整理
　前述のように，これまでの先行研究の多くが，現在のラオスを1年の
「チンタナカーン・マイ」を起点に捉えてきた。主だった先行研究を整理す
ると，以下のように大きく 3つに分けられる。
　第 1は，「新経済メカニズム」に焦点を当てた研究である。代表的な研究
として，Ljunggren ed.［13］，Otani and Pham eds.［1］，Mya Than and 
Tan eds.［1］，鈴木［2002，2003］などがある。これらの研究に共通して
いるのは，「新経済メカニズム」の導入により，中央計画経済体制から市場
経済体制に移行したという視点である⑶。そして，財政，金融，国有企業改
革などの諸改革を制度と実態の両面から分析し，何がどう変化したかを明ら
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かにしている。
　第 2 は，政治，経済，社会，文化など，各分野における現状把握を目的と
した研究である。代表的なものとして，Butler-Diaz ed.［1］，CPC and 
JICA［2002］，CPI and JICA［200］，天川・山田編［200］，Rehbein［200］
などがあげられる。これらの研究は，「チンタナカーン・マイ」や経済改革
を直接扱った研究ではないが，「現状」を，1年を起点とする改革によっ
てもたらされた帰結と捉える点で共通している⑷。
　以上の研究に対し，Bourdet［2000］，Rigg［200］，飯沼［200］は，異
なるアプローチをとる。Bourdet［2000］は，ラオスが社会主義経済体制か
ら市場経済体制に移行する過程を包括的に論じた研究である。その意味で，
第 1グループに属する。しかしブルデーは，1年に成立した体制を，市場
的要素と社会主義的要素が混ざった「混合型経済システム」だとし，10年
代半ばから始まった改革はその「歪み」を是正する過程とも主張する（Bour-
det［2000: 2］）。これは，自給自足的農業から市場農業への移行という指摘
にも示されているように，社会主義経済体制から市場経済体制への移行だけ
ではない，「移行」の多様性を示唆するものである（Bourdet［2000: 1］）。
Rigg［200］は，ラオスの移行を，自給自足経済から市場経済に移行する近
代化の過程と捉える。そして，市場化を通じて近代化を図るラオスの現状を，
貧困，不平等など，人々の生活の変化から論じている。これら 2人の議論に
示唆を受けた飯沼健子は，中央計画経済体制から市場経済への移行というこ
れまでの二項対立的視点を批判し，ラオスの「移行経済」の再考を主張する
（飯沼［200: 1-2］）。
　しかし，いずれの研究も，「移行」の起点を1年の改革に求める点で多
くの先行研究と同様の視点に立っている。つまり，ほとんどの先行研究がラ
オスの「現在」を，1年の「チンタナカーン・マイ」の成果，もしくは，
結果として捉えているのである⑸。その結果，詳細は後述するが，「チンタ
ナカーン・マイ」が旧ソ連の「ペレストロイカ」やベトナムの「ドイモイ」
のような改革それ自体の名称ではなく，1年から数年で姿を消した，一過
性のスローガンであったという重要な事実が見落とされてきた。
　1年に「チンタナカーン・マイ」が提唱された理由も，社会主義経済の
破綻，旧ソ連やベトナムの改革の影響など，経済的要因や外部環境の変化に
求められることが多かった⑹。実際，塩川伸明がいうように，旧ソ連や東欧
諸国では10年代から改革のうねりが起き，一旦停滞した後，10年代末か
ら10年代にかけてそれが再興し，ペレストロイカで頂点に達した（塩川
［2010］）⑺。また，中国では1年から改革・開放政策が開始され，ベトナム
においても1年から着手された改革路線が1年にドイモイの提唱へと至
った⑻。つまり，10年代後半から10年代後半にかけて，社会主義圏全体
に改革の「うねり」が起きていたのである。小国ラオスが大国の影響を受け
てきたことは間違いなく，ラオスの改革もこの「うねり」に誘発されたとい
える。Stuart-Fox［1: 12］も，1年にラオスが農業集団化からの路線
転換を図る際，旧ソ連やベトナムのアドバイスがあったことを指摘している。
ただ，古田元夫は，ベトナムのドイモイについて，旧ソ連のペレストロイカ
の影響を認めつつも，外部の影響はそれを受け入れる国内の土壌があっては
じめて意味をもつとし，ドイモイ路線形成に至る国内政治過程の重要性を説
いている（古田［200: ］）。ラオスについても同じことがいえるのではない
だろうか。そして，ラオスの場合は「チンタナカーン・マイ」そのものを再
検討する必要があろう。
　以下，第 2節以降では，建国以前から今日までの政治過程を振り返り，長
期の歴史過程に「チンタナカーン・マイ」を位置づけ，再検討を試みる。
第 2節　「ラオス」からラオス人民民主共和国へ
1 ．フランス植民地時代の「ラオス」
　憲法によると，ラオスの「起源」は133年にファーグム王が建国した，ラ
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ンサーン王国に求められるという（Saphaa Haeng Saat［2003］）。それまで，現
在のラオスにあたる領域には，いくつもの「ムアン」⑼があった。ファーグ
ムは，これらの「ムアン」を統一し，ラオ族による初の王国を建国したので
ある⑽。その後，ランサーン王国は，1世紀に入り 3 つ（ルアンパバーン王国，
ヴィエンチャン王国，チャンパーサック王国）に分裂し，ベトナムやシャム（現
在のタイ）の支配下に置かれた。
　13年，フランス・シャム条約が締結され，メコン川左岸（川中の島も含
む）がフランスの保護領となった。そして1年，フランスは今日のラオス
地域を，ラオ（Lao）族の複数形である「ラオス」（Laos）と名づけ，仏領イ
ンドシナ連邦に編入したのである（林［2000: ］）。これにより，現在のラオ
スの領域がほぼ確定したことになる。
　100年以降，フランスは「ラオス」全土を10省に分け，ルアンパバーン王
国地域を保護国とし，それ以外の省は直轄地として統治した。各省にはフラ
ンス人理事官や官僚が派遣されたが，その数は10年時点で人と少なく
（Stuart-Fox［1: 12］），フランスはラオス人官吏を育成する代わりに，ベト
ナム人官吏を登用し実質的統治を行った（飯島［1: 3］）。一方，省の下
の県，郡，村では，伝統的権力者を用いた統治が行われた（新田ほか［1: 
2］）。
　フランスの方針は，ラオスを最小コストで運営し，経済開発により利益を
あげることであった。しかし，人頭税や賦役の代替金などの重税を課したも
のの，少ない人口がフランスの統治が及ばない範囲に散在しており，十分な
税収を得ることができなかった。また，経済開発の要と期待された鉱物資源
開発も，スズを除いて進まず，慢性的な財政赤字に陥った（飯島［1: 3］，
ケオラ［2010: 2-3］）。赤字は，インドシナ「連邦予算から補塡され，都市
計画，道路，学校，病院などのインフラ整備がまがりなりにも行われた」
（飯島［1: 3］）が，近代化にはほど遠い状況にあったといえる。
　たとえば，近代教育制度はほとんど整備されず，高等教育を受ける者はベ
トナムかフランスに留学するしかなかった。このような機会に恵まれたのは
王族や高級官僚の子息などであるが，13年～3年にベトナム・ハノイのイ
ンドシナ大学に在籍したラオス人はわずか 2人だけであった。いかに高等教
育の機会が制限されていたかがわかる（古田［11: 2］）。
　官僚制度と教育制度の未整備は，ラオス人の人材やナショナリズムの担い
手となる知識人層が育たなかっただけでなく，同じ領域内に住む人々が，官
僚制度や教育制度を通じて出会い，一体感や仲間意識を形成する機会が制限
されたことも意味する。この時期，近代国民国家としての芽はほとんど育た
なかったのである。スチュアート・フォックスは，フランス植民地下の「ラ
オス」は，「単なるムアンの集合」にすぎなかったと指摘している（Stuart-
Fox［1: 120］）。
2 ．国民国家の枠組みと担い手の誕生
　10年  月，第 2 次世界大戦でフランスがドイツに敗れると，日本軍がイ
ンドシナに進駐し，日仏共同支配がはじまる。弱体化したフランスは，タイ
の拡張主義⑾や日本軍の進駐に対抗するため，まず，11年  月にルアンパ
バーン王国と正式に保護条約を締結し，王国の法的地位を確定した。そして，
宮廷会議を内閣に改編し，副王の家系であるペッサラート（Phetsarath Rat-
tanavongsa）を首相に就任させる。これは，実質的支配権はないものの，ラ
オス人エリートに「自治」を意識させる契機となった。
　また，フランスは親仏ラオス人エリートの育成を目指し，「ラオス刷新運
動」を展開する。これは，初のラオ語新聞『ラオ・ニャイ』（大ラオス）の
発行，ラオ語による文学や芸術の振興，教育機会の拡大などを通じて，親仏
意識を植え付けようとした文教政策である。しかし，フランスの意図とは反
対に，独立闘争の担い手となる抗仏ナショナリストを育てる結果となった
（菊池［2002: 11-1］）。
　1年  月，第 2次世界大戦で日本が敗北すると，インドシナに政治的空
白が生まれ，それまで秘密裏に展開されていた独立運動が歴史の表舞台に現
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れる。ラオ・イサラ（自由ラオス）運動である。これは，ラオス国内や東北
タイで活動していたグループが集結した運動の総称である⑿。複数のグルー
プの集合体という性格上，独立に対する考え方は多様であったが⒀，各グル
ープの中心人物は，エリート・非エリートにかかわらずラオ族であり，ラオ
族中心の国家を構想していた点では共通していた（山田［2003: 1］）。
　10月12日，ラオ・イサラ勢力は，ラオ・イサラ政府（ラオス臨時人民政府）
を樹立し，国王を退位させる。しかし翌年，フランスは武力を行使し「ラオ
ス」に復帰し，ラオ・イサラ政府はバンコク亡命を余儀なくされた。そして
1年  月，「フランス・ラオス独立協定」が締結され，「ラオス」がフラン
ス連合内での独立を付与されると，ラオ・イサラ勢力は完全独立派と独立容
認派に分裂する。前者は完全独立を目指し，ベトミンの支援を求めベトナム
に向かった。後者はラオスには大国の庇護が必要と考え，また，新体制で役
割を担いエリート特権を回復する狙いから，ヴィエンチャンに戻った。「独
立」という大目標だけで結ばれ，運動段階では覆い隠されていた差異が現実
の「独立」に直面することで表面化したのである。
　以上のように，第 2 次世界大戦から終戦直後にかけて，ナショナリストに
よる独立運動は「ラオス」を超えて展開した。しかし，日本やフランスが
「独立」を付与したことで，フランスが設定した「ラオス」が独立の枠組み
として徐々に確定し，独立運動も「ラオス」を基軸に展開されたのである
（古田［11: 30-30］）。
　スパヌウォン（Souphanouvong）率いる完全独立派はベトミンと連携し，後
に人民革命党指導部を形成するカイソーン（Kaysone Phomvihane）やヌーハ
ック（Nouhak Phoumsavanh）らと合流する。そして10年  月，ベトミン解
放区で第 1回ラオ・イサラ人民代表者大会を開催し，ネオ・ラオ・イサラ
（ラオス自由戦線。以下，自由戦線）と抗戦政府を樹立した⒁。自由戦線は，指
導部を非エリートラオ族，王族やエリートラオ族，少数民族指導者により構
成することで「民族間の平等」を実践し，それまでほとんど統合対象として
関心を示されることのなかった少数民族を，ラオ族と同等の「国民」として
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位置づけたのである。これにより自由戦線は，自らが真の「ラオス国家」
（パテート・ラオ）を体現していると正統性を主張する。後に，自由戦線を含
む解放勢力はパテート・ラオと呼ばれるようになる⒂。
　13年10月，フランスはラオス王国政府と「フランス・ラオス連合友好条
約」を締結し，ラオス王国の完全独立を認める。しかし自由戦線は王国政府
をフランスの傀儡と位置づけ，闘争を継続した。そして1年  月，インド
シナ問題解決のためのジュネーブ会議にてラオスに関する協定が締結された。
外国軍の撤退や総選挙の実施などが定められたのである。その後，1年11
月，パテート・ラオと王国政府は第 1次連合政府を樹立するが，半年後には
崩壊し，両者による戦闘がはじまった。分裂した独立闘争は，どちらの勢力
の下に「国民」を統合し「国民国家」を建設するかという国家の指導権をめ
ぐる内戦へと至るのである（山田［2003: 1］）。
　この間，1年 3 月22日にラオス人民党の結党大会である全国人民代表者
大会が開催された。以後，ラオス人民党（12年にラオス人民革命党に改称）
はパテート・ラオの中心勢力として解放闘争を秘密裏に牽引することになる。
闘争を前面で指揮したのは自由戦線や自由戦線から改組した愛国戦線であっ
た。共産党ではなく，戦線組織を前面にだすことで，より広範な支持獲得を
ねらったのである。したがって，1年にラオス人民民主共和国が誕生し，
人民革命党が表舞台に登場するまで，ほとんどのラオス人は党の存在すら知
らなかったといわれている⒃。
　ラオスの内戦は，パテート・ラオを北ベトナムが，また，王国政府をアメ
リカがそれぞれ支援し，代理戦争の様相を呈した。したがって，北ベトナム
が南ベトナムでの軍事活動を本格化させるとラオスの内戦も激しさを増した。
ラオスには，北ベトナムからラオスを経由し南ベトナムへと至る支援物資ル
ート，いわゆるホーチミンルートが通過しており，アメリカによる爆撃も激
しくなったのである。10年代半ばには，パテート・ラオは国土の 3分の 2
以上，人口の約半数以上を支配下に収め，徐々に実効支配地域を拡大してい
た。
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　1年になると，ベトナムやカンボジアでの革命勢力の勝利を受けて，ラ
オスでもパテート・ラオが全国で行政権力を奪取する。そして1年12月 1
～ 2 日，全国人民代表者大会が開催され，王制の廃止とラオス人民民主共和
国の樹立が宣言された。これによりラオス人民革命党による社会主義国家建
設がはじまったのである。
第 3 節　戦後復興と国家建設の土台作り
1．建国後の課題と方針
　建国 2カ月前の1年10月，第 2 期ラオス人民革命党中央執行委員会第 3
回総会（以下，第 2 期 3中総）が開催され，「資本主義的発展段階をとおらず
に直接社会主義に至る」という戦後の方針が確認された。一方で，党は集団
化を長期的目標と位置づけ，また多部門経済を残すとし，それにともなって
生じる資本主義的要素を容認する姿勢も示した。その理由として，農民の政
治・文化レベルが低く，党組織の指導能力も十分でないこと，また，国有部
門が未発達だったことがあげられている（Kaysone［1: 1-21］）。つまり，
当時はまだ，「直接社会主義に至る」ための十分な基盤が整っていなかった
のである。
　そこで，党は社会主義への過渡期における 2つの目標を提示した。第 1 は，
植民地や封建制の痕跡を除去し，中央から末端まで行政権力を整え，人民民
主主義体制を構築すること，第 2は，旧い生産関係を改造し，新しい生産関
係を構築することで，「人民の生活を平常にする」ことである（Kaysone
［1: 22-23］）。社会主義用語で語られているが，言い換えれば，国家建設
と戦後復興ということになる。そして，建国前後のカイソーン党書記長（役
職は当時，以下同じ）の発言からは，目標達成には少なくとも つの課題を
克服する必要があったと考えられる⒄。
12
　第 1は，経済・社会基盤を整備し，衣食住という国民生活の基本を整える
ことである。そうすることで，「人民の生活を平常にする」ことが達成でき
る。党はこの課題を最優先に考えていた⒅。第 2は，全国における党支配体
制の整備である。党支配が確立されないまま権力を掌握したことは，党最高
意思決定機関である政治局や，革命の指導者スパヌウォンも認めている
（Phak Pasaason Pativat Lao Kom Kaan Mueang Suunkaang Phak［11: ］，Stuart-
Fox［1: 0］）。とくに，旧王国政府支配地域では党員や党組織が存在しな
い「空白地域」も多かった（Kaysone［1a: 202］）。第 3は，国家行政機関
の整備である。これは，第 2の課題と表裏一体であり，党支配を確立するに
は，党の方針を忠実に執行する国家行政機関が必要となる。また，党や国家
組織の整備を通じて，国家統合を図るねらいもあった。第 は，戦時体制か
らの脱却である。山岳地域支配と戦争しか知らない党にとって，平時の国家
運営は初めての経験である⒆。組織，制度，人材，資源配分など，戦時とは
異なる国家運営が求められた。これは思考の転換を意味する⒇。そして第 
は，多民族を統合し国民形成を行うことである。
　以上の課題は国家としての土台作りであり，いわば，近代国民国家建設そ
のものである。そして党は多くの問題を抱えながらも社会主義経済を構築し
過渡期を完了するには，さほど時間は要さないと考えていた（Kaysone［1: 
1］）。
　しかし，国家建設は遅々として進まなかった。財源がなく，国家建設を担
いうる教育を受けた優秀な人材は多くが社会主義を恐れ国外に脱出するか，
もしくは再教育キャンプに送られた。彼らに代わり，国家機関で要職に就い
たのは山岳地帯での戦争しか知らないパテート・ラオの幹部であった。また，
1年 2 月に開催された党や最高人民議会の一連の会議では，党，行政，大
衆組織の指導体制が整備されていないことが問題視された。多くの県では
価格が勝手に定められるなど，党による統一的管理ができていなかったので
ある（Kaysone［1a: 31-3，1b: 2-2］）。これまでの多くの先行研究が
指摘しているように，地方が高い自律性を維持してきたという歴史的状況は
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建国後も変わらなかった。
　一方，ラオスを取り巻く外部環境も厳しかった。アメリカを筆頭に西側諸
国の援助は停止され，タイも国境を封鎖したことで，輸入に依存していた生
活必需品が不足し，国民生活が大打撃を受けた。これに加えて，1年，
年は旱魃に見舞われ食糧が不足した（上東［10: 11-12］，増原・鈴木［1: 
12-13］）。党指導下で，国民生活は改善されるどころか悪化の一途を辿っ
たのである。
　そこで党は，1年 2 月の第 2期党中央執行委員会第 回総会（以下，第
2期 中総）において社会主義化を速める決定を行う。「封建的所有制度と
搾取を廃絶し，反動封建主義者と買弁資本主義者の資産を没収し，（中略）
全人民による所有と集団所有の 2つの所有体制にもとづき社会主義的生産関
係を構築する」（Kaysone［1a: -0］）とし，国有化や集団化を急いだ。
経済状況が好転しない理由を社会主義化の遅延に求め，社会主義化を促進す
ることで状況の打開を図ろうとしたのである。この背景には，社会主義への
過渡期を一気に駆け抜けようという意図がみてとれる。
　第 2期 中総は社会主義化の促進とともに経済開発に関して重要な方針を
示した。それは，県を経済や国防における戦略的単位に，郡を経済基礎単位
と位置づけ，地方経済の開発を優先することである。カイソーン党書記長は，
地域主義や地方主義に反対し，中央経済と地方経済を同時に発展させるとし
つつも，社会主義への初期段階にある現状をかえりみれば，当面は，県レベ
ルの経済発展に力を注ぐことが重要との認識を示した（Kaysone［1a: 
121-12］）。食糧生産を増大させ，人民の生活を平常に戻すには，財源と資
源を保有する県の活用が不可欠だったのである（Stuart-Fox［1: 13］）。
　しかしこれは地方が何でも自由にできるという意味ではない。カイソーン
は，中央経済も地方経済も，党中央と政府が統一的に指導する国家経済の一
部とみていた（Kaysone［1a: 121-123］）。したがって，中央の統一的指導
下においてのみ地方は「主体的に」経済開発を行えるのである。そこで，カ
イソーンは，部門（セクター）による統一的指導を確保しつつも，地域の実
1
情に即した合理的な経済管理体制（以下，部門と地域に即した経済管理体制と
記す）の構築を当面の課題として掲げた（Kaysone［1a: 1，121］）。これは，
地方の部門組織は地方行政の指導とともに，中央の省の指導も受けるという
ことである。いわゆる「二重の従属」である。
　たとえば，当時の制度でいえば，県人民行政委員会に帰属する農林課や保
健課などの地方部門組織は，県人民行政委員会（地域）と中央の農林省や保
健省（部門）の指導を二重に受けることになる。このように，地方部門組織
の「二重の従属」を確保することで地方の主体性を発揮させ，かつ，全国統
一的な指導を行うことができる（稲子［1: 2-30］）。そして，地方部門が
地域の管理を強く受ける場合を「地域別管理」，中央機関の管理を強く受け
る場合を「部門別管理」と呼ぶ（瀬戸［200: 3］）。
　建国時，ラオスは地域別管理体制を整えていた。地方部門組織は人民行政
委員会の管理下に置かれ，中央の省はこれらの組織に対し，専門分野につい
てのみ指導を行った（Saphaa Pasaason Suungsut［1］）。つまり，制度的には
地域別管理にもとづく「二重の従属」が構築されていたのである。ではなぜ，
地方主体の経済開発を掲げ，かつ，部門と地域に即した経済管理体制の構築
をわざわざ強調したのだろうか。
　建国後も地方の自律性が高かったことは前述のとおりである。地方が「独
立国家」のように振る舞っては，国家建設に地方の主体性を活用し，戦後復
興を行うことは難しい。そこで，自律的な地方の活動を国家が公認すること
で地方を取り込もうとしたのである。ただ，それだけでは統一的な経済開発
は行えない。中央が地方を管理するための制度的裏付けが必要となる。そこ
で，部門と地域に即した経済管理体制の構築を主張し，中央による統一的指
導の確立を狙ったのではないだろうか。言い換えれば，党は部門別管理体制
の構築を目的とし，地方の経済活動を国家の枠組みにあてはめようとしたの
である。
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2 ．市場経済原理の導入
　1年  月11日，政治局は農業集団化を促進するため「農林業生産を発展
させ，勝利をつかむために，農業合作社への転換運動を改善し，かつ，拡大
することに関する決議」を公布した（Kaysone［1a］）。農業集団化には，
集団生産によって生産性の向上を図り食糧を増産するとともに，農村への党
指導強化という政治目的もあった（Evans［10: -0］）。しかし，現状に合
わない土地や生産手段の集団化，平等主義にもとづく分配は農民の強い反発
を招いた（Stuart-Fox［1: 11］）。人民の生活状況の悪化，とくに公務員の
生活の低下は政治問題となり（Kaysone［1b: ］），党は再度路線転換を迫
られたのである。
　1年11月，第 2期党中央執行委員会第 回総会（以下，第 2期 中総）
が開催され，市場経済原理の一部導入が決定された。第 2期 中総でカイソ
ーンは，社会主義への過渡期は長期の過程であり，ラオスはその初期段階に
あるため，資本主義や私営経済の廃止は 1日で実現できないとの認識を示し
た（Kaysone［1b: 1］）。そのうえで，国家経済と集団経済が主導的役割
を果たすとしながらも，社会主義への過渡期には つの経済部門（国家経済，
集団経済，国家資本主義経済，私営経済，個人経済）が存在することを認めた。
そして，非社会主義経済部門を生産拡大と国民の生活改善のために活用する
としたのである（Kaysone［1b: 2-，100-101］）。
　具体的には，国有企業の自主性尊重，農民の個人的所有権の確保と個人的
利益の承認，補助金の撤廃と市場に即した価格体系の構築，現物支給の廃止
や労働力に対応した給与体系の構築，均衡と利潤の獲得，国際分業への参加，
非社会主義国からの援助獲得と貿易関係の拡大，民間の活用などが提案され
ている（Kaysone［1b: 1-23］）。いわゆる市場経済化や自由化である
　この路線転換には 3 つの重要な意味をみてとれる。第 1 は，社会主義国家
建設が実質的かつ現実的な国家目標でなくなったことである。これはラオス
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が社会主義国家建設を放棄したことを意味しない。ラオスの国家目標が社会
主義国家建設であることは今も昔も変わりない。しかし，すぐに終わるとし
ていた過渡期が，いつ実現するかわからない長期の過程と位置づけられたこ
とで，社会主義はいつ届くかわからない「理想」にとって代わったのである。
そして社会主義に代わって実質的な国家目標となったのが，戦後復興と国家
の土台作りであった。これが第 2の点である。つまり，社会主義が「理想」
となったことで，現実的で，かつ，達成可能な目標設定が必要となった。そ
して，戦後の つの課題それ自体が，社会主義国家建設の手段から目標にと
って代わったのである。第 3は，その手段として市場経済原理を導入したこ
とである。つまり党は，社会主義を「理想」に据えることで社会主義国家と
しての正統性を維持ししつつ，その枠内でより現実的な国家建設を行うよう
になったのである。1年の時点では，この転換の意味は明確でないが，
10年代になり市場経済化を本格化すると次第に「理想」としての社会主義
と現実のギャップ，そして，そのギャップを埋めようとする党の模索がより
はっきりみてとれる。
　ただ，当時はまだ「市場経済化」を明示したわけではなかった。党の言葉
を借りれば，「中央集権的，官僚主義的補塡メカニズム」から，市場と計画
が結びついた「社会主義的経済管理メカニズム」への転換である。これはど
ういうことだろうか。
　建国後のラオスは，中央集権的で官僚主義的な補塡メカニズムを採用して
きた。これは，国家が人民に対してすべての面倒をみる代わり，人民は国家
の命令や計画を遂行することである。たとえば，生産活動は中央が作成する
計画にしたがって行われ，そのために国家は企業に対してすべてを提供し，
企業の赤字も補塡する。ここでは市場は考慮されない。しかし，カイソーン
が指摘するように，このメカニズムでは人民の主体性が発揮されず，労働意
欲もわかないため，生産の遅れ，商品不足，生産性や効率の低下，創造力の
欠如という問題が生まれる（Kaysone［1b: 23］）。
　一方，「社会主義的経済管理メカニズム」では，計画が経済管理の中心で
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あることは変わらないものの，市場という新たな要素が加わった。 つの経
済部門のうち，国営，集団，国家資本主義部門は計画的な経済活動原則を基
本とし，私営や個人経済部門の経済活動は商品＝貨幣関係にもとづく価値原
則を基本とする（Kaysone［10: 22］）。言い換えれば，社会主義部門の経済
管理は計画に，非社会主義部門の経済管理は市場にもとづくということであ
る。したがって，多部門経済を活用するには「計画」と「市場」という 2つ
の相反する原則を結びつける必要がある。そこで，それまで国家計画委員会
が地方や部門の状況を考慮せず，トップダウンで作成していた計画を（Kay-
sone［1b: 2-13］），各地方や部門が現実を反映させ，均衡（バランス）を重
視し，市場（需要）を考慮しながら主体的に作成するとした（Kaysone［1b: 
］）。そして国家には，市場経済国と同様に，貿易や金融などの経済政策を
効果的に活用することが求められたのである（Kaysone［10: 21-2］）。
　1年  月，閣僚議会拡大会議においてカイソーン党書記長は，「経済管
理メカニズム修正業務に関する意見」という報告を行った。そのなかで，
「社会主義的経済管理メカニズム」に関する つの原則を以下のように提示
した（Kaysone［1b: 3-0］）。
　①民主集中制と管理級の分掌
　②労働者独裁体制による経済管理
　③部門による管理と地域による管理の緊密な連携
　④計画化を中心とした経済管理
　⑤企業の独立採算制と社会主義的商業原則への転換
　⑥経済政策の効果的活用
　⑦管理機構の改革，職員育成，規律と業務様式の制定
　以上の原則は，すでに第 2期 中総で示された考えを整理し直したもので
ある。まとめれば次のようになろう。党の全面的指導の下，中央と地方の役
割を明確にし，部門と地域に即した経済管理体制を構築することで，中央部
門省庁による統一的管理と地方の主体性を同時に確保する。それには，国家
機構の整備や人材の育成，規則などの制定が必要となる。また，経済管理は
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あくまで計画を中心に行われるが，経済政策を効果的に活用することも求め
られる。そして，このような経済管理メカニズムの下で，企業は自主権を付
与され，採算管理を行い，利潤を獲得するのである。
　なお，この会議では「社会主義的経済管理メカニズム」を「新経済管理メ
カニズム」とも呼んでいる。そしてこの名称は10年代を通じて徐々に定
着し，1年の第  回党大会では，第 2期 中総を「新経済管理メカニズ
ム」のはじまりと位置づけた（Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VI Khoong 
Phak Pasaason Pativat Lao［1: ］）。以下，本章でも「新経済管理メカニズ
ム」に統一し考察を進める。
3．「新経済管理メカニズム」の制度化
　「新経済管理メカニズム」は10年から徐々に制度化される。まず，10
年  月，国有企業への自主権付与を明記した「国有企業に関する決定」が閣
僚議会より公布された（Khoo Tok Long Vaa Duay Lat Visaahakit［10］）。これを
受けて，いくつかの国有企業では資材の供給において請負契約制が試験的に
導入された。13年までにはタバコ，ビール，電力，木材など，重要な企業
に対しても部分的に自主権が付与された（Kaysone［1b: 附属資料］）。また，
10年から年までの間に 3回の国家公務員給与改革が行われ，現物支給
の種類も数十種類から  種類， 種類へと段階的に削減された（Kaysone
［1b: ］）。政府の価格統制も，1年の種類から，年までには石油，
コメ，コーヒーなどの戦略的物資のみが対象となった（Kaysone［1b: 
-］）。
　1年 1 月  日，「中央と県の間の経済管理任務と権利の分掌に関する閣
僚議会規則第30号」が公布された。詳細は省くが，規則第30号では，生産・
インフラ建設，分配，計画，組織・職員管理の  つに大別され，それぞれの
分野における中央と地方の役割が規定されている（Saphaa Latthamontii［1］）。
たとえば，閣僚議会がコメ，タバコ，コーヒー，鉱物などの重要産品，機器
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や原材料などの戦略的製品の基準価格を決定し，各省はその基準価格内で詳
細な価格を定める。一方，県は県内で生産され，県内で流通し，かつ，中央
が調達を行わない製品の価格を決定する（Saphaa Latthamontii［1: 2-32］）。
このように，各分野における中央と地方の役割が定められたのである。
　具体的な政策執行にともない，党・国家機構改革もはじまった。11年 
月20日，「新しい時代における党の任務を執行し，実現するため，組織と業
務様式の改善に関する政治局決議第10号」が公布された（Phak Pasaason Pati-
vat Lao Kom Kaan Mueang Suunkaang Phak［11］）。この文書にもとづき，党は
徐々に地方管理体制を整備していく（詳細は本書第 2章参照）。
　12年  月，閣僚議会もそれまでの12省， 1 委員会， 1 国家銀行から，1
省， 委員会へと再編された。たとえば，それまで独立していた価格，給
与，対外経済部門を管理する委員会が国家計画委員会に編入されている
（Kaysone［1b: ］）。また，旧王国政府官僚や西側諸国で教育を受けた者を
含む約0人の副大臣が経済関係省庁を中心に任命された（Stuart-Fox［1: 
2-］）。明らかに「新経済管理メカニズム」を意識した措置である。
　しかし，以上の制度改革により問題がすぐに解決したわけではなかった。
1年 1 月の第  回全国組織会議では，民主集中制が実現できておらず，党
の統一的指導が行えていないこと，また，部門や組織間，上級と下級の連携
がなされていないことが再度指摘された（Kaysone［1a: ，1］）。規則を
制定し機構改革を行っても，中央の統一的指導は未だ確立できなかったので
ある。そしてこのような状況下で1年11月に第  回党大会が開催されるこ
ととなった。
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第  節　「チンタナカーン・マイ」（新思考）の再検討
1．「チンタナカーン・マイ」とは？
　1年11月，第 回党大会が開催され，「チンタナカーン・マイ」（新思考）
が提示された。「はじめに」で述べたように，「チンタナカーン・マイ」（新
思考）は，狭義には「新経済メカニズム」と呼ばれる市場経済化策として，
また広義には政治，経済，社会における包括的改革政策として理解されてき
た。そして，これまでのほとんどの先行研究は，第 回党大会以降，狭義の
意味でも，また広義の意味でも「チンタナカーン・マイ」の名の下に改革が
進められてきたと解釈してきたのである。
　しかし，党大会政治報告をみると，とくに新しい経済政策が提示されたわ
けではないことがわかる。たとえば，政治報告第  章は，「経済管理
4 4
メカニ
ズムの修正について」（傍点―引用者）というタイトルで経済管理に対する
党の基本的見解を示している。内容は1年の第 2期  中総で提示された
「新経済管理メカニズム」そのものである。県を戦略単位とすること，計画
を中心とした経済管理，部門と地域に即した経済管理体制の構築と業務分掌，
そのための機構改革，市場の活用などである（Eekasaan Khoong Koongpasum 
Nhai Khang Thii IV Khoong Phak Pasaason Pativat Lao［1: 12-1］）。
　また，「チンタナカーン・マイ」という文言は，「新経済管理メカニズム」
の具体的な政策としてではなく，政策実施のためのスローガンとして用いら
れている。たとえば，「経済管理メカニズムの修正を実行するには，（中略）
管理職員は，新しい思考，新しい認識，新しい状況に即した業務様式をもた
なければならない」（Eekasaan Khoong Koongpasum Nhai Khang Thii IV Khoong 
Phak Pasaason Pativat Lao［1: 11］）とある。これは，状況は常に変化する
ため，旧い慣習や生産手段にとらわれずに，経済管理メカニズムも常に改善
する必要がある，だからこそ，職員も常に新しい思考や知識，また，新しい
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経済的思考を獲得する必要があると説明されている（Eekasaan Khoong Koong-
pasum Nhai Khang Thii IV Khoong Phak Pasaason Pativat Lao［1: 13，210，
22］）。では，「新思考」や「新しい経済的思考」とは具体的に何だろうか。
　1年11月30日に開催された第 期党中央執行委員会第 2 回総会（第 期
2中総）は「チンタナカーン・マイ」について集中的に議論した。そこで，
カイソーン党書記長は旧思考と新思考を対比させ次のように述べている。
　「過去，ある時期において，人民に対して，さまざまな業務の問題点や
欠点を，率直に，事実に沿って話す勇気を持っておらず，功績や勝利だけ
を語ろうとしていた。それは間違った考え方であり科学的ではない。（中
略）　事実に沿って話すこと，それが新思考である」（Kaysone［1: 
-］）。
　「人民を信頼し，率直に話し，人民と事実を語り合うこと，それが新し
い考え方であり新しい業務様式である。反対に，人民を信頼せず，事実を
歪曲し，困難や欠点を伝えないことは，時代遅れの思考方法であり，旧い
やり方である。旧い思考とは，主観的であり，急進的である」（Kaysone
［1: ］）。
　一方，経済的思考については以下のように述べている。
　「旧思考のひとつは，非社会主義的経済部門の否定的部分だけをみて，
経済発展や人民の生活改善における同部門の長所をみず，（中略）　生産手
段に対する所有体制を転換すれば生産力が発展し，人民の生活が自動的に
改善されると考えることである」（Kaysone［1: 0］）。
　「経済管理において，旧思考とは，計画化への直接的な転換，中央機関
の検査や介入の強化，国家機関を通じた中央集権的な分配，独占である。
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新思考とは，管理メカニズムを積極的に改善し，官僚主義的補塡メカニズ
ムを断固廃止し，社会主義的採算制へ転換することであり，行政管理と生
産管理を明確に区別し，地方と基層の主体性を拡大することである」
（Kaysone［1: ］）。
　まとめれば，旧思考とは，官僚主義，事実の歪曲，主観，急進であり，新
思考は，実際の状況に即して客観的事実を伝えることであり，常に新しい知
識を獲得することとなる（Kaysone［1: 2］）。そして，新しい経済的思考
とは，まさに「官僚主義的補塡メカニズム」からの脱却であり，「新経済管
理メカニズム」の構築を意味する。言い換えれば，嘘や偽りから脱却し，現
実に即した経済開発を行うため，「新経済管理メカニズム」に転換しようと
いうことである。つまり，「チンタナカーン・マイ」とは，具体的な改革政
策というよりも，「新経済管理メカニズム」を実施するため，これまでとは
変わろうというメッセージであり，スローガンと理解できる。そして旧思考
からの脱却とは，戦時思考からの脱却と通底しており，その意味で戦後脱却
のスローガンともいえよう。人々が新しい思考をもつには教育が重要となる
ことはいうまでもない。以降，教育改革が行われ，新たな国民形成が始まる
ことになる（本書第 章を参照）。
　第 回党大会以降，「新経済管理メカニズム」の制度化が進められた。表
1は第 回党大会後に定められた法律や閣僚議会決議である。ほとんどは
10年代初頭に議論されていたが，第  回党大会以降に正式な法規として定
められた。そして，このような国内的土壌のうえに，IMF が1年  月か
ら12年  月まで構造調整ファシリティー（SAF）を開始し，経済改革が加
速する。
　したがって，第 回党大会は経済改革の分岐点のようにみえる。しかし，
「新経済管理メカニズム」の構築は1年から，さらに遡れば，現在でも続
く部門と地域に即した経済管理体制の原型は，1年の第 2期 中総に見い
だすことができる。つまり，1年の第 回党大会は第 2期 中総以降の国
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表１　1年第 回党大会以降に定められた法規
日付 法規名称
1..2 国家価格政策に関する閣僚議会決議第30号制定
1..2 商品と貨幣の流通の増加のための方針と方法に関する閣僚議会決議第32号
制定
1..2 国家の輸出入管理独占に関する閣僚議会規則第33号制定
1.10.1 中央から地方，基層までの貿易企業組織に関する閣僚議会決議第1号制定
1.10.1 中央と特別市，県の間，また，各企業間の食糧・食料売買数値の提供に関
する閣僚議会決議第1号制定
1.10.1 国家の輸出入管理独占に関する閣僚議会規則第33号制定
1.3.12 計画化に関する閣僚議会決議第10号制定
1.3.12 銀行制度の社会主義商業化への転換に関する閣僚議会決議第11号制定
1.3.12 商品と貨幣の流通の増加のための方針と手段に関する閣僚議会決議第12号
制定
1.3.12 国家の輸出入管理独占に関する閣僚議会決議第13号制定
1.3.12 国家価格政策に関する閣僚議会決議第1号制定
1.3.12 中央から地方，基層までの商品経済制度設立に関する閣僚議会決議第1号
制定
1.3.12 個人，民間経済部門政策に関する閣僚議会決議第1号制定
1.3.12 国家・民間合弁企業政策に関する閣僚議会決議第1号制定
1.3.12 戦略品輸出における国家の独占権に関する閣僚議会決議第1号制定
1..2 外国投資奨励・管理法施行
1.3.21 ラオス人民民主共和国における農業地の管理と活用に関する閣僚議会暫定
規則第22号制定
1.10. 森林と森林地の管理と活用に関する閣僚議会決議第11号制定
1.10. 自然水産物と動物の保護に関する閣僚議会決議第11号制定
1.11.23 ラオス人民民主共和国人民裁判所法制定
1.12.1 国家公務員の新給与体系修正に関する閣僚議会第号制定
10.3.3 国有企業検査委員会任命に関する閣僚議会決議第1号制定
10.3.13 国有企業単位をその他の所有形態に転換することに関する閣僚議会決議第
1号制定
10..2 所有権法制定
10..2 契約上の義務に関する法制定
10.. 外国貨幣と奢侈品の流通に関する閣僚議会令第3号制定
10.11.2 契約外の義務に関する法制定
10.11.2 民事訴訟法制定
10.11.2 保険法制定
10.11.2 企業会計法制定
11..2 使用税に関する閣僚議会決議第13号制定
11..2 最低利潤税の活用に関する閣僚議会決議第1号制定
11..1 外交官，在外大使館，領事館，在外ラオス代表機関職員の月給制度と政策
に関する閣僚議会令第2号制定
11..12 全国の財政検査を実施し指導するための権限と任務の委譲に関する閣僚議
会令第0号制定
11.. 労働法執行に関する閣僚議会令第号制定
11..1 憲法施行
（出所）　Kasuang Kaan Geun Hoong Kaan［13］をもとに筆者作成。
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家建設過程に相対化される。それは「チンタナカーン・マイ」が改革の名称
などではなく，実際には単なるスローガンであったという事実からも裏付け
られよう。
　10年代に入ると「チンタナカーン・マイ」という文言は党文書から消え
ていく。11年 3 月の第  回党大会政治報告では，人の管理や大衆への意識
に関する箇所で 2 回しか使用されていない。代わりに，政治，経済，社会
改革については「カーンピアンペーン・マイ」（刷新）という言葉を使用す
るようになった。そして，11年  月に憲法が制定され，「政府調整をと
もなう市場経済メカニズム」と明記されると（Saphaa Pasaason Suungsut［11］），
「チンタナカーン・マイ」はその役割を終え，姿を消すことになる。つまり，
「チンタナカーン・マイ」はごく短期間に使用された一過性のスローガンだ
ったといえる。そして，ラオスの正史や党史においても「チンタナカーン・
マイ」に重要な位置づけはなされていない。
　ではなぜ，これまでの先行研究は「チンタナカーン・マイ」をあたかも改
革全体の名称のように扱い，1年の第 回党大会を市場経済化への明確な
起点としてきたのであろうか。その一因は，前述のように，先行研究がこれ
まで「チンタナカーン・マイ」という文言それ自体を分析対象としてこなか
ったことにある。もうひとつの要因は，「新経済管理
4 4
メカニズム」の市場経
済部分にのみ注目し，「管理」の重要性を見落としてきたことだろう。これ
までみてきたように，「社会主義的経済管理
4 4
メカニズム」でも「新経済管理
4 4
メカニズム」でも，党は一貫して「管理
4 4
」という言葉を用いている。建国後
の政治過程を振り返っても，部門と地域に即した経済管理体制の構築が国家
建設の中心となってきたことは明らかである。しかし，多くの先行研究は
「新経済管理メカニズム」を「新経済メカニズム」と理解してきた。これは
「コンカイ・クムコーン・セータキット・マイ」（新経済管理メカニズム）と
いうラオス語の英訳が“New Economic Mechanism”に変換されたことが理
由かもしれない。その結果，党にとっての「管理」の重要性，また，その継
続性が見落とされ，あたかも1年で断絶が起きたかのように，それまでを
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社会主義の時代，以降を市場経済化の時代と捉えてきたのではないだろうか。
党にとっては，1年以降も経済管理体制の構築が建国時から変わらぬ課題
なのである。
2．11年憲法の意味
　これまでは，「チンタナカーン・マイ」の再検討を通じて，それがラオス
に大きな転換をもたらすような政策ではなく，建国後から続く国家建設を推
し進めるための一過性のスローガンであることを示した。つまり，1年を
起点に断絶が起きたのではなく，「新経済管理メカニズム」の構築という連
続性がみてとれたのである。むしろ，ラオスの国家建設は11年  月1日に
初の憲法が公布されたことで新たな段階に入ることになる。
　憲法制定はラオスにとって 2つの重要な意味をもっている。第 1 は，「新
経済管理メカニズム」が憲法で規定され実施体制が整ったことである。たと
えば，憲法第1条は「経済管理は，政府調整をともなう市場経済メカニズム
に沿って執行され，中央部門の統一的で集権的な管理と，地方への合理的な
責任分担の協調により執行する」と規定した。また，ラオスの経済体制が
「多部門経済であり」（第13条），所有についても「国家，集団，個人，国内
民間資本家，外国人投資家の所有」を認め，その保護を規定している（第1
条）（Saphaa Pasaason Suungsut［11: -］）。このように，10年代後半から
議論されてきた概念が憲法に定められた。
　一方，実施体制は政治制度が規定されたことで固まった。第 3条は「人民
革命党を指導的中核とする政治制度の活動を通じて，多民族人民の国家主権
が保障される」（第 3条）と規定した。本規定は一党支配体制を完全には保
障しないが，党の指導は確保されている。また，「国会やすべての国家機関
は，民主集中原則に沿って組織され，活動する」（第 条）とし，中央集権
体制も保障した（Saphaa Pasaason Suungsut［11: 1-2］）。さらには，地方行政
制度を変更し，地域別管理体制から部門別管理体制への転換を図った。地方
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人民議会や人民行政委員会が廃止され，県には国家主席が任命する県知事
（第3条），郡には首相が任命する郡長が置かれ（第0条），人民行政委員会に
帰属していた部門組織は中央省庁に帰属することになった（Saphaa Pasaason 
Suungsut［11: 1-20，23］）。つまり，部門別管理体制により，全国統一的な
行政管理が法的に保障されたのである。
　第 2 は，戦後から脱却し，本格的な国家建設を開始したことである。ヌー
ハック最高人民議会議長は憲法制定の必要性について次のように述べている。
　「われわれは，国家の経済基盤のための物質的・技術的基礎を建設する
ことにおいて，初期的成功を収めた。（中略）　われわれの改革路線は，現
在のわが国の実際の状況に適合してきた。われわれにとって，人民民主主
義体制の建設，および，発展段階において，政治や社会分野における新制
度，市民の根本的権利と義務，国家機構の組織を定める憲法が必要となっ
ている。（中略）　また，国家の特徴を統一的に理解するためにも，憲法が
必要である。（中略）　憲法は国家の根本法であり，（中略）　国家の法体系
や人民の民主的権利や主人権を守る基礎であり，それは，経済や社会文化
の発展にとって，また，人々に新しい生活を与えるうえで欠かせない」
（FBIS［11: -］）。
　そして，「国家を憲法により管理することの本質は，国防と国家建設にお
いて重要かつ必要な基盤である，一枚岩的な国民意識と民族融和を改善する
ことである」（Pasaason，11年  月1日）とし，憲法が国民統合にとっても
重要な役割を果たすことを指摘している。
　以上のヌーハックの発言からは，ラオスが国家の土台作りを終え，本格的
な国民国家建設の段階に移ろうとしていることがわかる。つまり，憲法制定
は，ラオスが戦後復興を遂げ，国民国家建設という新たな時代に入るために
必要な作業であり，いわば，戦後からの脱却を象徴しているのである。その
意味で，現在の国家建設において重要なポイントとなるのは1年の「チン
第 1章　「チンタナカーン・マイ」を再考する　2
タナカーン・マイ」ではなく11年の憲法制定だといえよう。
2．憲法制定への外的要因
　憲法の内容には，国内的要因だけでなく，ソ連・東欧の民主化が影響した
ことも忘れてはならない。大きく 2つの点を指摘できる。
　ひとつは，ソ連が民主化により対ラオス援助を大幅に削減したため，ラオ
スは西側諸国の援助が必要になったこと，もうひとつは，党内でも民主化議
論が高まったことである。これにより党は，国内外の「民主化」や「自由
化」という要求に応える一方で，一党支配を維持するという課題に直面する
こととなった。党の対応は，10年  月に公開された第 1次憲法草案と憲
法内容を比較するとよくわかる。
　政治体制は当初，「ラオス人民民主共和国は，ラオス人民革命党指導下の
人民民主主義国家である」（草案第 1条）と規定されていた。しかし憲法では
「ラオス人民革命党指導下」という文言が削除され，ラオス人民革命党は
「政治制度の中核」（第 3条）と，明確な表現を避けている。また，草案で
「商品 - 貨幣関係の活用」や「市場と結びついた計画」となっていた経済管
理は（第1条），憲法では「政府調整をともなう」という条件付きではあるが，
「市場経済メカニズム」を明記した。さらに，草案にはなかった教育を受け
る権利（第2条）や移動や居住の自由（第2条）も認められた。
　当初，党は地方行政制度の変更を考えておらず，草案では地方議会や人民
行政委員会は維持されていた。もともと地方議会が機能しておらず，廃止論
はあった。また，部門別管理体制の構築も長年望まれていた。それでも，草
案段階で地域別管理体制は維持されたのである。これには革命過程が大きく
影響している。王制の廃止とラオス人民民主共和国の樹立を宣言した人民代
表者大会への地方参加者の多くは，1年11月の議会選挙で選出された地方
議員であった（Chaleun［1: 133］）。つまり，地方議員が革命そのものに正
統性を付与したため，地方議会を安易に廃止することができなかったのであ
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る。当然，廃止には正当な理由が必要であった。また，国民の政治参加を狭
めることで，国際社会からの批判を懸念した可能性もある。いずれにしろ，
党は地方議会の廃止を躊躇していたといえる。
　しかし，ソ連・東欧の民主化がラオスにも波及すると党指導部は考えを一
変させる。10年  月，ワルシャワやプラハでラオス人留学生による民主化
デモが行われた。 月には，党中堅幹部が多党制導入を訴える書簡を回覧す
るという事件が起きた。これらの事件は大きな民主化運動に発展することは
なかったが，党指導部に方針転換を迫るには十分だった。党は市場経済化を
明記し，自由化を拡大し，政治的文言を緩和する一方で，部門別管理体制へ
の転換を図り中央集権体制を強化したのである。つまり，憲法は国内事情と
外部環境の双方に対応した結果の産物といえる。
　これは，ヌーハック議長の次の発言からも裏付けられよう。「これまで，
世界の友好国が，わが国の人権，市民の民主的権利，信仰の自由，民間企業
の商業の自由，外交，開放政策に興味を示してきた。私は，今回承認した憲
表 2 　産業構造と外国 直接投資（1～200年）
1 1 1 1 10 11 12 13 1 1 1 1 1 1 2000 2001 2002 2003 200 200 200 200 200
GDP（実質）成長率（％） . -1.1 -1. 12. . .0 .0 . .1 .1 . . .0 .3 .3 . . .2 .0 . . . .2
　農　業 .1 -1.2 -.2 . . -1. .3 2. .3 3.1 2. .0 3.1 .2 .2 -0. 1. 2. 3. 0. 2. . 2.0 
　工　業 1. -1.0 -2. 3.0 1.2 1. . 10.0 10. 13.3 1.2 .1 .2 .0 .3 -1. 10. 1. 3. 10. 1.2 . 10.2
　サービス業 -1.1 .0 .1 10.1 -0. . 3. . . 10.2 . . . . . 1. 11.3 3. 12.0 . . .1 .
産業別構成比（対名目 GDP，％）
　農　業 .3 .2 0.3 0. 1.2 .2 .1 . .1 .0 2. 2. 3.3 3. . . 2. 1.0 3.0 3. 32. 33. 32.1
　工　業 1. 13. 11. 12. 1. 1. 1.0 1. 1.0 1.0 20.0 21.1 22. 22. 1.1 1.3 1. 3.0 20. 23. 2. 2.3 2.
　　製造業 11.2 .0 . . . 12.3 12. 12. 12. 13. 1.2 1. 1. 1. .3 . . .1 .3 .0 . . . 
　　鉱業 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0. 0. 0.2 0.2 0.2 2. 2.0 . 12. 10. .
　サービス業 2. 2. 23. 22.0 2.3 2.0 23. 2. 2. 2.0 2.2 2.2 2.2 23. 32. 3.2 3. 3. 0. 3. 3. 3.3 0.1
外国直接投資認可件数 － － －   21 3   2 0  2 2  0 102 11 131 12 12 1 10
外国直接投資登録資本額（1,000ドル） － － － 2, 3,2 2, ,0 ,03 1,313,23 2,3 33,00 , 1,,33 2,3 3,2 3,01 1,23,2 1, 0,1 1,3 3,2,02 30,1 12,13
（出所）　http://www.adb.org/Documents/Books/Key_Indicators/200/pdf/LAO.pdf，http://www.adb.
　　資料より筆者作成。
org/Documents/Books/Key_Indicators/2003/pdf/LAO.pdf，天川［200: 11］，ラオス計画・投資省内部
（注）　200年の外国直接投資認可件数と登録資本額は 1 月から11月までの数値。
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法が，これらに対する回答だと考えている」（Pasaason，11年  月1日）。
第 節　新たな国家目標と社会主義の呪縛
　憲法制定を機にラオスは本格的な国民国家建設の時代に入った。それは，
裏を返せば新たな国家目標が必要になったことを意味する。
　13年 2 月1日，第 期党中央執行委員会第  回総会（第 期  中総）は，
経済発展を遂げ，国家を徐々に最貧国から脱却させるという目標を掲げた
（Sathaaban Vithanyasaat Sangkhom Haeng Saat［2010: 2-2］）。この目標には
1年の第 回党大会で「2020年までに国家を最貧国から脱却させるため奮
闘する」と具体的な期限が定められた（Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii 
VI Khoong Phak Pasaason Pativat Lao［1: 2］）。これにより「貧困脱却」がラ
オスの新たな国家目標となりラオスは2020年の目標に向かって経済発展に邁
表 2　産業構造と外国 直接投資（1～200年）
1 1 1 1 10 11 12 13 1 1 1 1 1 1 2000 2001 2002 2003 200 200 200 200 200
GDP（実質）成長率（％） . -1.1 -1. 12. . .0 .0 . .1 .1 . . .0 .3 .3 . . .2 .0 . . . .2
　農　業 .1 -1.2 -.2 . . -1. .3 2. .3 3.1 2. .0 3.1 .2 .2 -0. 1. 2. 3. 0. 2. . 2.0 
　工　業 1. -1.0 -2. 3.0 1.2 1. . 10.0 10. 13.3 1.2 .1 .2 .0 .3 -1. 10. 1. 3. 10. 1.2 . 10.2
　サービス業 -1.1 .0 .1 10.1 -0. . 3. . . 10.2 . . . . . 1. 11.3 3. 12.0 . . .1 .
産業別構成比（対名目 GDP，％）
　農　業 .3 .2 0.3 0. 1.2 .2 .1 . .1 .0 2. 2. 3.3 3. . . 2. 1.0 3.0 3. 32. 33. 32.1
　工　業 1. 13. 11. 12. 1. 1. 1.0 1. 1.0 1.0 20.0 21.1 22. 22. 1.1 1.3 1. 3.0 20. 23. 2. 2.3 2.
　　製造業 11.2 .0 . . . 12.3 12. 12. 12. 13. 1.2 1. 1. 1. .3 . . .1 .3 .0 . . . 
　　鉱業 0.2 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.2 0.2 0.3 0.3 0. 0. 0.2 0.2 0.2 2. 2.0 . 12. 10. .
　サービス業 2. 2. 23. 22.0 2.3 2.0 23. 2. 2. 2.0 2.2 2.2 2.2 23. 32. 3.2 3. 3. 0. 3. 3. 3.3 0.1
外国直接投資認可件数 － － －   21 3   2 0  2 2  0 102 11 131 12 12 1 10
外国直接投資登録資本額（1,000ドル） － － － 2, 3,2 2, ,0 ,03 1,313,23 2,3 33,00 , 1,,33 2,3 3,2 3,01 1,23,2 1, 0,1 1,3 3,2,02 30,1 12,13
（出所）　http://www.adb.org/Documents/Books/Key_Indicators/200/pdf/LAO.pdf，http://www.adb.
　　資料より筆者作成。
org/Documents/Books/Key_Indicators/2003/pdf/LAO.pdf，天川［200: 11］，ラオス計画・投資省内部
（注）　200年の外国直接投資認可件数と登録資本額は 1 月から11月までの数値。
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進する。以後，アジア経済危機の影響でいったんは落ち込むものの今日まで
順調に経済発展を続けている（表 2）。
　また，第 回党大会政治報告からは「マルクス・レーニン主義」を堅持す
る強い姿勢が消えた。「プロレタリア独裁」「マルクス・レーニン主義」「階
級闘争」という文言が消え，以前は「社会主義へ向かう」となっていた箇所
が「近代国家へ向かう」と修正された（山田［2002: 133］）。そして，政治思
想作業の目標が，「党路線と一致した認識の構築，国家の明るい未来への信
頼構築，統一的国民意識の構築と愛国の遺産の拡大，党内一致団結と国内の
結集の向上，困難を乗り越える忍耐力と自主独立心の構築，自己による富の
形成」と（Eekasaan Khoong Koongpasum Nyai Khang Thii VI Khoong Phak Pasaason 
Pativat Lao［1: ］），どの国の目標にもなりうる国民国家建設を意識した
ものとなった。
　ただ，これにより，党が社会主義を放棄したわけでもなければ，党にとっ
ての社会主義の重要性が失われたわけでもない。社会主義は常に問題解決の
手段や党支配を支える正統性の根拠としていまだに重要な意味をもっている。
　たとえば，10年代の経済成長はプラスの面だけでなく，党・国家幹部の
汚職など「否定的現象」といわれる多くの問題を生み出した。なかでも，大
きな問題が格差である。1年  月の第 期党中央執行委員会第  回総会は，
市場経済メカニズムの問題点について集中的に討論し，とくに，持つ者と持
たざる者の格差，都市と農村の格差を問題視した（Mati……［1］）。そこ
で党は平等で公平な社会の構築や富の構築などを改革方針として掲げはじめ
る。この傾向はアジア経済危機以降より強くなった。
　党政治・理論誌『アルン・マイ』1年 3 月 -  月号では，「わが国の改
革任務の利益のため，どれを継承し，どれを廃棄するか」という論文が掲載
され，そのなかで，改革の目標を「人民が富を得，国家が強健で，社会が平
等で文明化し，公平なことである」と定義した（Phaophongphan［1］）。同
様の内容は，同誌翌月号に掲載されたオサカン政治局員の論文「国家が豊か
で強健で，人民が幸福で，社会が文明化し公平であるために，全面的改革任
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務の実行を継続する」でも繰り返された（Oosakanh［1］）。つまり，党が
めざす改革は，どの国もめざす一般的な内容となったのである。
　その一方で，党は再び社会主義に回帰する姿勢も示しはじめる。まず，
1年12月の「政治基層の構築と農村開発作業会議」において，カムタイ議
長は，「基層と人民を掌握することは，敵とわれわれの間の『誰が誰に勝
利するか』の深刻な闘争である」と述べ（Khamtay［1: ］），社会主義対
資本主義のイデオロギー闘争という旧思想を復活させる。このような文言は，
改革が本格化し順調に経済発展を遂げた10年代には姿を消していた。「理
想」と「現実」が乖離し，経済・社会問題が顕在化してくると，旧思想を代
表する文言が再び強調されはじめたのである。
　そして，カムタイは同会議にて，社会主義は長期の目標であり，今後徐々
に実行されるとし，改めて過渡期が長期であることを強調した（Khamtay
［1: ］）。同時期には『アルン・マイ』にも社会主義が非常に長期である
とする論文が掲載され，次のように時間修正を行っている。
　「過渡期のような移行段階に対する条件を整えるため，ある期間を保持
することは必要である。それが意味するのは，社会主義に至るための『過
渡のための過渡』期，または，『間接的な過渡』である。一般的にそのよ
うな過渡の路線は最も長期であり，複雑で困難な路線である」（Chueang
［1: 1］）。
　つまり，ラオスは社会主義の過渡期のさらなる過渡，すなわち超長期の過
渡期にあり，経済成長の負の側面は，その過程に生じる困難だと主張してい
るのである（山田［200: 2］）。しかし，このような理論は，社会主義がこれ
まで以上に長期であり，困難をともなうことを正当化できても社会主義と市
場経済の矛盾を解決するわけではない。つまり党は，社会主義により自己を
正当化し，問題に対応する以外，方法を持ち合わせていないのである。だか
らこそ問題をイデオロギー闘争に矮小化させたのであろう。そして，問題が
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政治におよんでくると党は社会主義に回帰する姿勢を明確にしはじめる。
　2001年の第  回党大会では，「マルクス・レーニン主義の堅持」「社会主義
目標の堅持」など，再び社会主義イデオロギーを前面に押し出す政治報告が
行われた（Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii VII Khoong Phak Pasaason Pativat 
Lao［2001］）。その背景には，1年から2000年にかけて政治不安が生じた
ことがある。1年10月2日，教師や学生を中心とする「民主主義のための
ラオス学生運動」と名乗るグループが，経済危機に端を発した不満から民主
化デモを試みた。デモは開始と同時に当局により包囲されたが，国民の直接
的な政治活動は党に衝撃を与えた。また，2000年 3 月頃からは首都ヴィエン
チャンで爆破事件が断続的に起こり，政情が不安定化した。このような状況
に対応するため，党は明確に「社会主義と資本主義の 2 つの路線間の闘争」
という文言を使用し，再びイデオロギー闘争を強調しはじめたのである。
　ただ，このような思想的模索は単なる経済問題への対応ではなく，社会主
義と市場経済の整合性という政治理論問題への対応でもある。党はすでに，
市場経済を導入した1年の時点で社会主義の枠内でどのように市場経済化
を正当化するかという問題を抱えていた。10年代から0年代は市場経済化
を明言せず，また，経済も低迷していたため，政治理論問題は影を潜めてい
た。しかし，憲法に「市場経済メカニズム」を明記し，経済発展を遂げると，
「理想」である社会主義国家建設と「現実」の市場経済化の矛盾が拡大した。
現在の方針を維持し経済開発を進めるためにも，「理想」である社会主義国
家建設と「現実」の市場経済化を矛盾なく同居させる作業が必要となったの
である。
　党は，200年の第 回党大会において，この思想問題へのひとつの回答を
示した。同大会において党は社会主義の 3つの基準を次のように定めている。
①経済力を拡大させること，②国家を強健にし，政治分野の安定を堅固にす
ること，③生活を向上させ，人民に利益をもたらすこと，である（Eekasaan 
Koongpasum Nyai Khang Thii VIII Phak Pasaason Pativat Lao［200: 3-3］）。その
うえで党は，「党の長期目標に到達するために，われわれは工業化と近代化
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を開発の優先事項とみなさなければならない。なぜなら，社会主義建設と工
業化と近代化は同じ意味だからである」（Eekasaan Koongpasum Nyai Khang Thii 
VIII Phak Pasaason Pativat Lao［200: 0］）とし，近代化，工業化を社会主義と
同義に位置づけた。これにより，現在の経済開発は，社会主義の「理想」と
も，また市場経済という「現実」とも，齟齬をきたさないことになる。つま
り，図 1のように，ラオスは「理想」としての社会主義国家を建設しつつ，
その枠内で，中長期的な現実的目標を設定し，国民国家建設を進めているの
である。これ以降，ラオスはこれまで以上に経済開発を進め，「2020年に最
貧国を脱却する」という目標に向かって邁進している。そして，2020年の目
標が達成された後には，新たな目標が設定され，社会主義の「理想」を目指
しながら，現実的な国民国家建設を行っていくと考えられる。
　ただ現実は，図 1のように党の理想に沿って進むとは限らない。党は常に
現実の変化に対応し，理想と現実のバランスを保っていかなければならない
のである。たとえば，経済発展とともに国民の経済的要求は高まり，また，
格差の拡大により不満も増長すると，党は200年から国会に専用電話回線を
設置し，国民の声を政策に反映させるチャンネルを構築した。また，200年
には国内非営利団体の設立を公認し，在外ラオス人の帰国奨励に本格的に取
り組むなど，「規制緩和」に着手している。いずれも，党支配体制にとって
「潜在的脅威」と見なされてきたが，経済・社会問題の解決や国家建設に
「市民」の力が必要になり，また，経済発展を一層進めるためには在外ラオ
ス人資本の活用が不可欠となったのである（山田［2010: 23-23］）。つまり，
現実の変化が党に制度改革を要求し，また，「理想」と「現実」の間にさま
???????????????????
???????
??????? ????? ?????
図 1 　人民革命党の時代認識
︵出所︶ 筆者作成｡
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ざまな矛盾が生まれ，党が対応することで，制度的，構造的変化がもたらさ
れているのである。
おわりに
　本章は，建国以前から現在までの政治過程を跡づけ，大きく 2つの点を明
らかにした。ひとつは，これまでラオス史において最も重要と考えられてき
た1年という一時点が歴史過程に相対化されること，もうひとつは，「チ
ンタナカーン・マイ」が改革政策やその名称ではなく，「新経済管理メカニ
ズム」を推進するための一過性のスローガンだということである。では，現
在のラオスはどのように捉えればよいのだろうか。これまで述べてきた建国
後の政治過程に現在のラオスを位置づけることで，その手がかりを探ってみ
たい。
　1年12月，ラオス人民民主共和国が建国され，人民革命党による支配が
始まった。それは，人民革命党による社会主義国家建設とともに国民国家建
設の始まりでもあった。しかし，建国後の最大の課題は戦後復興であり，ま
ずは，経済・社会インフラの整備から党・国家組織の構築まで，近代国家と
しての土台を整備する必要があった。そしてラオスは，この課題の克服に約
1年間を費やしたのである。
　11年の憲法制定は，戦後からの脱却とともに，ラオスが本格的な国民国
家建設に着手したことを意味した。したがって，ラオス史において重要なの
は1年の「チンタナカーン・マイ」ではなく，11年の憲法制定というこ
とができる。だからといって11年を起点にまったく新しい時代に入ったと
捉えるのは正しくないだろう。それは，1年であたかも断絶が起きたとす
るこれまでの先行研究と同じ過ちを繰り返すことになる。理由は大きく 2つ
ある。
　ひとつは，国民国家建設という課題は内戦時の争点でもあり，党は建国以
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前から常に国民国家建設を目標としてきたことである。建国から11年まで
は，いわばその土台作りを行っていた。そしてそのうえに，現在の国民国家
建設が展開されているのである。つまり，社会主義経済体制も市場経済化も，
国民国家建設の手段にすぎず，国民国家という長期の過程はこれまで脈々と
続いてきたといえる。
　もうひとつは，社会主義国家建設という理念である。前述のように1年
の時点で社会主義国家建設は現実的目標からいつ実現できるかわからない
「理想」にとって代わった。しかし党は，あくまで社会主義国家建設を最終
目標に掲げ，それは現在でも変わりない。党が真の社会主義国家建設をめざ
しているかは別として，社会主義という理念は現在でもラオスをさまざまな
面で拘束している。それは，人民革命党による一党支配体制，部門と地域に
即した経済管理体制など，国家の至るところで観察できる。また，前節でみ
たように，社会主義は現実の問題に対処する道具として常に党の拠り所とな
っている。そして社会主義は党支配の正統性の基盤でもある。言い換えれば
市場経済や経済発展により生じる問題を「悪」とすれば，「社会主義」はそ
れへのアンチテーゼとして「善」と位置づけられている。したがって，届か
ない「理想」であっても，党にとって社会主義はいまだに重要な意味をもっ
ているのである。おそらく党自身，自分たちが掲げる現在の「社会主義」と
は何かを明確に定義することはできないだろう。しかし，支配の正統性を付
与し，解決の可否は別として，政治，経済，社会すべての問題解決の参照枠
となる「社会主義」は今では使い勝手の良い「道具」になりつつある。だか
らこそ無理に過渡期を超長期とし，いつまでもしがみついているのかもしれ
ない。また，そうすることで「社会主義」に新たな「普遍性」をもたせよう
としているとも捉えられる。いずれにしろ，経済発展を進め，今後もさまざ
まな問題が生じることを考えれば，党は今後も社会主義を理念としても，ま
た問題解決の手段としても放棄することはないだろう。
　図 1で示したように，1年以降のラオスの歴史は社会主義国家建設過程
であり，また国民国家建設過程と捉えることができる。党は，国家として
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「普遍的」理念を掲げ続ける一方で，「過渡期」にはより現実的で中期的な目
標を掲げ，国民国家建設を進めている。それが，社会主義に向かうなかでの
「人民の生活を平常に戻す」ことであり，「2020年の最貧国脱却」なのである。
このように捉えれば，現在のラオスは社会主義国家建設という長期の過程に
ありながら，「2020年の最貧国脱却」というより中期的で現実的な国民国家
建設の途上にあると理解できる。つまり， 2つは同じ歴史過程の上に位置し，
重なり合い，また，時にどちらかに比重をシフトさせつつも，バランスをと
りながら進んできたといえる。そして現在の党は，現実の変化に一層引っ張
られながら，どうにか理想と現実のバランスを維持するために試行錯誤して
いるのである。今日のラオスは，このように捉えることができるのではない
だろうか。このような視点から，現在のラオスを捉えると何が見えてくるだ
ろうか。それは，本書全体を通じて示されることになる。
〔注〕
⑴　新経済メカニズムの骨子は以下のようにまとめることができる。①価格の
自由化（公共料金を除く），②コメ流通の国家独占の終了および農業の自由
化，③国有企業改革，④税制改革，⑤貿易の自由化，⑥為替レートの一本化，
⑦中央銀行と商業銀行の分離，⑧法整備の拡充，⑨外国投資の誘致，の  点
である（鈴木［2002: 2］）。
⑵　現在の事象を歴史の相に位置づけ捉えるという手法は多くの先行研究から
示唆を受けている。たとえば，坂本［1］，山内［2003］などである。とく
に，一国研究では，スハルト政権崩壊後のインドネシアにおける政治，経済，
社会のさまざまな面における制度的，構造的変化を歴史的変遷過程に位置づ
け，それぞれの変化がもつ意味を理解しようと試みた佐藤［2002］から示唆
を受けた。
⑶　Ljunggren［13］や Otani and Pham eds.［1］は1年から経済改革が
はじまったことを示しているが，1年に「新経済メカニズム」に着手し改
革に弾みがついたとし，1年を分岐点に，経済が中央計画経済体制から市
場経済体制に移行したと捉えている。なお，Otani and Pham eds.［1］は，
「新経済メカニズム」の導入を1年としているが，その根拠は示されていな
い。一般的には「新経済メカニズム」の導入は1年とされている。
⑷　とくに，Rehbein はラオスは1年の市場経済化と同時にグローバリゼーシ
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ョンの影響を一層受けることで制度変容が起きたと指摘する。そして，現在
のラオスは，グローバリゼーションと切り離して理解することはできないと
主張する（Rehbein［200］）。
⑸　変化が起きていない部分は改革が浸透していないことの「結果」という意
味も含まれる。
⑹　たとえば，Otani and Pham eds.［1: 1］，Mya Than and Tan eds.［1: 1］，
鈴木［2002: 2］などである。
⑺　塩川伸明は，古田元夫『ドイモイの誕生』（200年）についての「読書ノー
ト」のなかで，ベトナムにおける改革の動きもこのうねりから「孤立」して
いたのではなく，「他の社会主義諸国で進んでいた種々の動きと同時代的に，
おそらく相互刺激関係をもちながら進んでいたのではないだろうか」と指摘
している（塩川［2010］）。
⑻　中国については毛里［200］，ベトナムについては古田［1，200］を参
照。
⑼　「ムアン」とは「近代国家に不可欠な明確な国境概念を欠き，王都に中心を
持つ政治権力の到達する範囲をもって『くに』とする伝統的国家」であり，
その「外延は，支配者の資質によって伸縮した」（石井・桜井［1: ］）。現
在のラオス語で「ムアン」とは国や現在の地方行政級のひとつである郡を意
味する。
⑽　ラオ族とはラオスの主要民族である。現在，ラオス政府は公定民族数を
としている。
⑾　タイ（13年に国名をシャムから改称）のピブーン政権は，数々の条約で
フランスによって失った領土の回復をねらっていた。村嶋英治は，このタイ
の政策が単なる近隣への領土拡張主義ではなく，タイ，ラオス，クメール，
ベトナムをも含んでレームトーン（黄金半島）人という概念にもとづきタイ
人と全インドシナとを連帯させ，フランス植民地体制からの全インドシナの
解放を指向したものと指摘している（村嶋［1: 11］）。
⑿　グループは大きく つに分けられる。第 1は，ラオス中部や東北タイで活
動した「ラオ・ペン・ラオ」（ラス人のラオス）というグループである。第 2
は，越僑組織と連携を図り，王家出身のスパヌウォン（Souphanouvong）を中
心とし，ラオス中部で活動したグループであり，彼らは後にラオス愛国戦線
指導部となる。第 3は，ベトナム独立同盟会（ベトミン）と連携し，インド
シナ共産党員となり，後のラオス人民革命党指導部を形成するカイソーン
（Kaysone Phomvihane）やヌーハック（Nouhak Phoumsavanh）などである。
第  は，フランスにもベトナムにも依存しない独立を目指したペッサラート
である。ラオ・イサラ運動やナショナリストについては菊池［2002］に詳し
い。
3
⒀　たとえば，日本の仏印処理によって付与された「独立」の維持を志向する
者，完全独立をめざす者，小国ラオスは大国の庇護が必要と考えフランスや
アメリカの協力を求める者，また，タイとの合併や連邦制，ラオ族が人口の
大半を占める東北タイを併合した大ラオスの形成をめざす者などがいた（山
田［2003: 1（注）11］，村嶋［1: 12-12］）。
⒁　自由戦線は1年にラオス愛国戦線に改称している。
⒂　パテート・ラオとはラオス語で「ラオス国家」を意味する。ラオス自由戦
線は，10年に発表した政治綱領のなかでこの言葉を使用し，自らが「パテ
ート・ラオ」を代表すると正統性を主張した。ただ，この言葉は，その後，
国際社会やメディア，また研究者の間でラオス人共産主義勢力，革命勢力，
革命運動の総称など，さまざまな使われ方をしてきた。大きく 3つに分けら
れる。第 1 は，1年に人民解放軍と改称するまでのラオス自由戦線／愛国
戦線の戦闘部隊の名称である（『東南アジアを知る事典』［1: 22］，新田ほ
か［1: 3］）。第 2 は，10年から1年までの共産主義軍事勢力を指すと
いう見解である（Langer and Zasloff［10: 2］）。これは，革命に参加した勢力
（ラオス自由戦線／愛国戦線，ラオス人民党，人民解放軍）すべてを共産主義
者と見なす点で第 1 の見解と異なる。第 3は，フランス支配から解放された
地域の名称とする見解である（Stuart-Fox［2001: 232］）。これは，解放区をひ
とつの国とみなしたことを意味する。このように，「パテート・ラオ」という
言葉には，多様な解釈が存在する。本書では，革命に参加した勢力のすべて
が共産主義組織ではないとの立場から，これらの組織をラオス革命勢力と位
置づけ，その総称として「パテート・ラオ」と呼ぶことにする。山田［2003］
を参照のこと。
⒃　党が自身の存在を公にしたのは1年中頃である。その後も，党の活動や
幹部の存在などの「半秘密性」は保持されていた。党員は，自身が党員であ
ることを公にすることを禁じられていたのである（Stuart-Fox［1: 0］，Brown 
and Zasloff［1: 1］）。
⒄　おもに，第 2期党中央執行委員会第 3回総会（Kaysone［1］），1年 
月開催の第 1 回最高人民議会（Kaysone［1］），1年 2 月の第 2期党中央
執行委員会第 回総会（Kaysone［1a］），同月の最高人民議会と閣僚議会
の拡大会議（Kaysone［1b］）における演説である。
⒅　1年  月に開催された第 1回最高人民議会でカイソーンは，「わが人民が
理解しなければならないのは，わが党と政府は早急に人民の生活を平常にし，
より改善するために，すべての方法を模索していることである」（Kaysone
［1: 1］）と述べている。以上の発言以外にも，生産が人民の要求に追いつ
いていないこと，人民の生活水準の問題について言及し，第 2 期 3 中総以降，
党と政府の会議において「人民の生活を平常に戻す」という課題が幾度とな
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く議論されている。
⒆　1年  月の第 1 回最高人民議会においてカイソーンは，国家管理，経済
管理，社会管理のすべてにおいて経験がないことを認めている（Kaysone
［1: 31］）。
⒇　1年  月の第 1回最高人民議会においてカイソーンは，職員や兵士の認
識が状況の変化に追いついておらず，行政権力を獲得したことですべてうま
くいくと思っている者が多いと指摘している（Kaysone［1: 2］）。
　パテート・ラオは内戦の初期から少数民族を統合の対象とし，国民統合を
進めてきた。建国後は，たとえばカイソーンは1年  月の最高人民議会に
おいて，人民に愛国心をもたせ，祖国を愛し，諸民族がこれまで以上に団結
するよう訴えかけている（Kaysone［1: 33］）。
　たとえば，10年時点で党員や党組織がいない村や区はそれぞれ全村の
％，全区の2％にのぼった（Sathaaban Vithanyasaat Sangkhom Haeng Saat
［2010: 213］）。これは建国後 年経っても基層レベルに党組織が浸透していな
かったことを示している。
　これまで多くの先行研究が1年以降も地方が高い自律性を維持したこと
を指摘している（Stuart-Fox［1: ，1: 13］，Funch［13: 12］）。た
とえば，マーティン・スチュアート・フォックス（Martin Stuart-Fox）は「1
年のパテート・ラオによる権力争奪後も驚くべき度合いで県の自律性が高か
った。これは部分的には1世紀に統一ラオス国家が 3 つの王国に分裂し地域
的忠誠が確立したこと，また，地理的要因，地形的分割，輸送や通信の適切
な手段が欠けていること，さらには，30年間の革命闘争の間に発達した地域
的権力基盤を地域の指導者たちが維持したことにも起因する」（Stuart-Fox
［1: 12］）と述べている。地方の高い自律性については本書第 2章も参照
のこと。
　この会議では，「社会主義的経済管理メカニズム」「新たな経済管理メカニ
ズム」「新経済管理メカニズム」など，いくつかの似通った言葉が出てくる
が，どれも1年の第 2 期 中総で提示された「社会主義的経済管理メカニ
ズム」と同義である。
　10年には1年比で2.倍に，12年には国家公務員の給与を0～0％引
き上げ，諸手当も定めた（Kaysone［1b: ］）。
　変更された機関は次のとおりである。工業・商業省が工業・手工業・森林
省と商業省に，郵便・通信省と交通・公共事業・運輸省は運輸・郵便省，建
設省，物資供給・技術省に，また，内務省は労働・社会福祉担当を外れ，社
会福祉・退役軍人委員会が設立され，情報・文化省は文化省とニュース・新
聞・ラジオ・テレビ委員会となった（Saphaa Pasaason Suungsut［1，12］，
Stuart-Fox［1: 2］）。したがって，全部で1省（内務省，国防省，外務省，
0
司法省，保健省，教育省，文化省，農林・灌漑・農業合作社省，商業省，工
業・手工業・森林省，運輸・郵便省，財務省，建設省，物資供給・技術省），
委員会（国家計画委員会，国家銀行委員会，ニュース・新聞・ラジオ・テ
レビ委員会，社会福祉・退役軍人委員会，諸民族委員会）となった（Saphaa 
Pasaason Suungsut［12］）。
　たとえば，国家計画委員会は 人，工業・手工業・森林省，外務省，運輸・
郵便省はそれぞれ 人である（Stuart-Fox［1: ］）。
　以下の 2 箇所である。まず，職員業務の項において「職員業務における基
本分野は職員管理である。良い職員管理は職員の効率を最大限引き上げるこ
とができる。（中略）したがって，この分野に携わる者は人について新たな思
考をもたなければならず，寛大でバランス感覚があり，心理学，公務，新メ
カニズム，党などに関する十分な知識とともに経験をもっていなければなら
ない」（Kaysone［11: 1］）。もうひとつは党と大衆についてであり，「現在，
わが党は社会における全階級に対して責任をもっている。したがって，大衆
に対して新たな思考をもたなければならない」としている（Kaysone［11: 
2］）。
　第  回党大会政治報告では「カーンピアンペーン・マイ」は 1度しか使用
されていない。
　本章では Vientiane Mai（10年  月  日）に掲載された憲法草案を参照し
ている。
　11年の第 回大会において党書記長は党議長に変更になった。
　たとえば，2000年  月23日に開催されたラオス労働連盟第  回大会におい
て，トンシン政治局員は「党指導と革命の理想に対する強固な信頼が欠如し，
敵と味方の区別が明確でない曖昧な思想が存在し，敵や，新しい条件におけ
る社会主義と資本主義の 2つの路線間の生死をかけた深刻な闘争の本質をみ
ていない」と述べている（Thongsing［2000］）。
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